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1. 平成30年度保険料率計算の前提 
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平成30年度の保険料率（医療分・介護分）の計算の前提 

医療保険の平成30年度保険料率 

① 平均保険料率 

平成30年度の平均保険料率については、平成29年度と同率の10.00％とする。 

（平成30年度の均衡保険料率は平成29年12月時点の見込みで9.50%） 

② 激変緩和率 

平成30年度の激変緩和率については、平成29年度の緩和率から10分の1.4引き上げた10分の7.2とする旨の内示

があったため、これに基づき都道府県単位保険料率を設定。（激変緩和措置の終了期限が平成32年3月までとなっ

ており、解消に向け均等に引き上げたもの） 

③ 変更時期 

例年通り4月納付分（3月賦課分）から改定。 

④ 精算 

各支部において、平成28年度決算で生じた地域ごとの差額に伴う精算を行うこととなる。 

介護保険の平成30年度保険料率 

平成30年度の介護保険料率については、介護納付金の額が決定したことから1.57%となる。（平成29年度から

0.08ポイント引き下げとなる。）なお、変更時期については健康保険料率と同じ4月納付分（3月賦課分）からと

する。 
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2. 協会けんぽの収支見込みについて 
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協会けんぽの収支見込み（医療分） 

協会けんぽの収支見込み（医療分） 

（注） １.協会会計と国会計を合算して作成したもの。 
    ２.端数処理のため、係数が整合しない場合がある。 

24～29年度保険料率：10.00％ 

30年度保険料率：10.00％ 

○30年度の単年度収支を均衡 
 させた場合の保険料率 

30年度均衡保険料率： 9.50％ 

拠出金対前年比 

▲ 217 

＋ 1,182 

▲ 661 

（単位：億円） 

＋ 965 

28年度 29年度 30年度

決算
直近

（29年12月）
政府予算案を踏まえた見込

（29年12月）

保険料収入 84,142 88,115 91,424

国庫補助等 11,897 11,343 11,846

その他 181 170 198

計 96,220 99,628 103,468

保険給付費 55,751 58,487 60,947

老人保健拠出金 0 0 -

前期高齢者納付金 14,885 15,495 15,278

後期高齢者支援金 17,699 18,352 19,534

退職者給付拠出金 1,093 1,066 405

病床転換支援金 0 0 0

その他 1,805 2,313 2,794

計 91,233 95,714 98,957

4,987 3,914 4,511

18,086 22,001 26,512

単年度収支差

準備金残高

収入

支出

備考
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協会けんぽの収支見込み（介護分） 

協会けんぽの収支見込み（介護分） 

（単位：億円） 

（注） １.協会会計と国会計を合算して作成したもの。 
    ２.端数処理のため、係数が整合しない場合がある。 

28年度保険料率：1.58％ 

29年度保険料率：1.65％ 

納付金対前年比 

⇒ ▲ 129 

30年度保険料率：1.57％ 

28年度 29年度 30年度

決算
直近

（29年12月）
政府予算案を踏まえた見込

（29年12月）

保険料収入 7,877 8,683 8,661

国庫補助等 1,557 1,174 879

その他 0 0 0

計 9,434 9,856 9,540

介護納付金 9,503 9,858 9,729

その他 0 0 0

計 9,504 9,858 9,729

▲ 70 ▲ 2 ▲ 189

207 205 17

備考

収入

支出

単年度収支差

準備金残高
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介護保険の平成30年度保険料率について 

介護保険の平成30年度保険料率について 

介護保険の保険料率については、単年度で収支が均衡するよう、介護納付金の額を総報酬額で除したものを基準として

保険者が定めると健康保険法で法定されている。 

30年度は、29年度末に見込まれる剰余分（205億円）も含め、単年度で収支が均衡するよう1.57％（30年4月納付分

から変更）とする。 

※ 30年度政府予算案では、介護納付金は9,729億円と前年度比で129億円の減少の見込み。 

（参考） 

健康保険法第160条16項 

介護保険料率は、各年度において保険者が納付すべき介護納付金（日雇特例被保険者に係るものを除く。）の額（協会が管掌
する健康保険においては、その額から第153条第2項の規定による国庫補助額を控除した額）を当該年度における当該保険者が
管掌する介護保険第2号被保険者である被保険者の総報酬額の総額の合算額の見込額で除して得た率を基準として、保険者が
定める。 

各年の介護保険料率は、次の算式により得た率を基準として、保険者が定めることとなっている。 

介護保険料率 ＝ 

介護保険第2号被保険者（40歳～64歳）の総報酬額総額の見込 

介護納付金の額 － 国庫補助額等 
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3. 都道府県単位保険料率について 
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平成30年度の都道府県単位保険料率 

平成30年度の福岡支部健康保険料率 

10.19% 10.23% 

平成29年度 平成30年度 

平成30年度の福岡支部の健康保険料率は、平成29年度から比べて0.04%ポイントの引き上げとなる。 
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平成30年度における福岡支部の健康保険料率変動の要因 

平成30年度の福岡支部の健康保険料率変動の要因 

① 保険給付費の伸び等による変動 

激変緩和前（年齢調整・所得調整後）の健康保険料率：10.33%（平成29年度は10.34％） 

② 激変緩和率の引き上げ（10分の5.8→10分の7.2）による影響 

激変緩和後（精算分反映前）の健康保険料率：平成29年度の10.20%から10.23%へ0.03ポイント上昇 

※ 激変緩和措置が平成29年度と同じであった場合の健康保険料率（精算分反映前）…10.19% 

③ 平成28年度決算における支部別収支の地域差分の精算分の反映による影響 

福岡支部における平成28年度決算時の支部別収支は、約4.2億円のプラス 

上記約4.2億円を、平成30年度の都道府県単位保険料率算定時に収入にプラスすることにより、料率に換算し

て約0.01%（0.009％）の引き下げ効果（平成29年度も、平成27年度分の精算により約0.01%の料率引き

下げ効果があった。） 

 

※今年度も精算分反映前の保険料率「10.234％」から精算分「0.009％」をマイナスし、精算分反映後の保

険料率は「10.225％」となっておりますが、小数点以下第3位を四捨五入することになりますので、結果的

には精算分反映前と同じ「10.23％」になっております。 
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参考：激変緩和率と都道府県単位保険料率の推移 

全国平均の保険料率 福岡支部の保険料率 激変緩和率 備考

平成20年度 8.20% 8.20% － 10月に協会発足

平成21年度 8.20% 8.24% 10分の1.0
9月より都道府県単位

保険料率設定

平成22年度 9.34% 9.40% 10分の1.5
準備金残高マイナス、料率引き上

げ、3年間の特例措置実施

平成23年度 9.50% 9.58% 10分の2.0

平成24年度 10.00% 10.12% 10分の2.5
23年度決算で準備金赤字額を前倒

しで解消

平成25年度 10.00% 10.12% 10分の2.5
準備金取り崩し（料率設定時点）

により10％維持

平成26年度 10.00% 10.12% 10分の2.5
準備金取り崩し（料率設定時点）

により10％維持

平成27年度 10.00% 10.09% 10分の3.0
25、26年度の黒字により準備金残

高が法定準備金を上回る

平成28年度 10.00% 10.10% 10分の4.4

平成29年度 10.00% 10.19% 10分の5.8

平成30年度 10.00% 10.23% 10分の7.2
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平成30年度の福岡支部保険料率改定による影響額 

【福岡支部における保険料率改定による影響額】 

健康保険料率：10.19％ 

介護保険料率： 1.65％ 

10.23%へ0.04ポイントの引き上げ 

1.57%へ0.08ポイントの引き下げ 

介護保険第2号被保険者に該当しない場合（40歳未満、65歳以上の方）：労使折半前 

介護保険第2号被保険者に該当する場合（40歳以上、65歳未満の方）：労使折半前 

標準報酬月額 H29（10.19%） H30（10.23%） 増減（月額）

200,000 円 20,380 円 20,460 円 80 円

300,000 円 30,570 円 30,690 円 120 円

410,000 円 41,779 円 41,943 円 164 円

500,000 円 50,950 円 51,150 円 200 円

標準報酬月額 H29（11.84%） H30（11.80%） 増減（月額）

200,000 円 23,680 円 23,600 円 -80 円

300,000 円 35,520 円 35,400 円 -120 円

410,000 円 48,544 円 48,380 円 -164 円

500,000 円 59,200 円 59,000 円 -200 円



11月 12月 1月 2月 3月

運営委員会

支部評議会

国
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H30平均保険料率 

11/28 12/19 12/27 1/29 3/下旬 

H30都道府県 
単位保険料率 

インセンティブ制度（健保組合等の検討状
況を踏まえつつ検討） 

H30事業計画 

H30予算 

今後の運営委員会・支部評議会のスケジュール（現時点での見込み） 

H30保険料率 

11/2 

評議会意見の提出 

H29事業計画（支部の独自事業など） 
H29予算（特別計上経費） 

1/15 

H30都道府県 
単位保険料率 

支部長意見の申出 

保
険
料
率
の
広
報
等 

制度見直し検討（支払基金改革等） 

政府予算案
閣議決定 

激変緩和率
の提示 

保険料率の
認可等 事業計画、 

予算の認可等 
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平成30年度 保険料率改定にかかる広報スケジュール 

平成30年1月 2月 3月 4月 

ホームページ 

〈関係団体等〉 

都道府県・市町村・
事業所訪問等 

加入者・事業主 
へのお知らせ 

任意継続加入者 
へのお知らせ 

【1月上旬～】 
料率の見通しを告知 

【2月上旬～】 
料率についてわかりやすく説明 

料率認可 

★1月31日開催の運営委員会を受け、本部ホームページに料率改定の概要（見通し）を掲載 
★認可を受けて、本部ホームページに料額表を掲載 

【2月上旬～】 

 事業主・事業主団体、健康保険委員の集まる機会を活用したきめ細やかな広報 
 都道府県や市町村、中小企業団体中央会や商工会等関係団体の広報紙への掲載依頼 
 地方紙への記事掲載のための情報提供（投げ込みなど） 

2月納入告知書
へ料額表同封 

事業所へリー
フレット直送 

新聞広告 
掲載 

3月納入告知書
へチラシ同封 

ポスターの配布 

 支部窓口に掲示、関係団体等へ送付 
（本部が作成し、支部で配布） 

任継加入者へ 
改定のお知らせ送付 

任継加入者へ 
チラシ同封 

前納納付書を 
対象者に送付 

：本部実施 ：支部実施 


